
　当社においては、2000年度より環境会計の検
討を開始し、昨年発行の環境行動レポートで2000
年度の環境保全コストを公表しました。その後「環
境会計専門部会」の検討を踏まえて環境保全コ
ストと効果などを構成要素とする「環境会計」を取
りまとめました。 
　当社は、現在直面している電力自由化や民営

化という大きな事業環境の変化に的確に対応し
つつ、環境と経済との最適バランスを常に保ちな
がら、事業活動を展開していくため、環境会計を
効果的・効率的な環境経営のツールのひとつとし
て位置付け、取り組んでいます。また、こうした取り
組みを発展させ、公表することにより、社会的評価
の向上を目指していきたいと考えています。 

環境会計 

期　　間：２００１年４月１日～２００２年３月３１日 
公表様式：環境省の環境会計ガイドライン（２００２年版）を参考としました。 
対象範囲：全社費用額（減価償却費を含む） ただし、水力発電所における地球環境保全コストやグリーン購入な

どの取り組みを示す「上・下流コスト」については、算定の範囲・方法に課題があると判断し、今年度も
算定より除外しました。 

 

（単位：億円） 

合　　　計 

●２００１年度環境会計の算定結果 
　当社の2001年度における環境保全コストおよび
効果について、環境省の環境会計2002年版ガイ
ドラインを参考としながら、当社事業の特性を踏ま
えて算定いたしました。　 
 
（１）環境保全コスト 
・2001年度の費用額は、587億円であり、昨年度
に比べて168億円増加しました。 
・部門別では、火力部門が全体の９割を占め、また、
分類別では、大気汚染防止、水質汚濁防止など
の「公害防止」が全体の7割を占めており、いずれ
の割合も前年度と同じ傾向となっています。 
 
（２）環境保全効果 　 
　環境汚染等の未然防止および現在の負荷の
水準を持続させ、また環境改善を図った効果とし、 
物量単位で測定しました。なお、この効果は、当社
行動指針における定量目標の項目に加えて、当社
の特徴を示す項目も示しました。 
 
（３）経済効果 
　環境保全対策を進めた結果、当社の収益また
は費用の節減に貢献した取り組みとし、試行的に
算定した結果、45億円となりました。 
 
●今後の取り組み 

　当社の長年にわたる環境保全対策によって、エ
ネルギーの安定的な供給を図りつつ、環境影響を
極力抑制するだけでなく、環境リスクの回避やコス
トの最小化が得られてきていますが、これらの全て
を定量的かつ金銭で評価するには多くの課題が
あります。今後は、環境経営の有効なツールとなる
ようコストと効果算定の精度を高めてまいります。 

●環境会計（２００１年度） 

（単位：億円） 

合　　　計 

●経済効果 
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環境保全コストの年度比較 

環境保全コストの内訳（２００１年度） 
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分　　類 

1. 事業エリア内コスト 

 公害防止 

 

 地球環境保全 

 

 

 

 

 資源循環 

 

 

 

 

2. 管理活動コスト 

 

3. 研究開発コスト 

 

4. 社会活動コスト 

 

5. 環境損傷コスト 

6. その他のコスト 

主な取り組みの内容 

 

大気汚染防止（脱硫・脱硝、ばいじん処理）、 

水質汚濁防止（排水処理）など 

温室効果ガスの排出抑制対策（石炭火力高効率運

転の維持、再生可能・未利用エネルギーの開発、省

エネルギー型設備維持管理費、CO2以外の温室効

果ガス排出抑制)、CO2の吸収・固定への取り組み（海

外植林事業）、京都メカニズム活用に向けた準備 

資源の再生・再利用による廃棄物の低減対策、廃

棄物の処理・処分 

 

 

 

環境負荷監視・測定、環境保全対策組織の人件費、

環境教育費用など 

高効率発電、燃料電池利用、CO2固定・回収、石炭灰・

石こう有効利用など 

緑化、環境広告、環境美化、環境関連団体への加入、

環境行動レポート作成など 

汚染負荷量賦課金など 

海外における環境保全対策技術協力事業 

環境保全効果 

 

SOx排出量１０,１５１t・原単位０.２３g/kWh 

NOx排出量２３,３７８t・原単位０.５３g/kWh 

石炭火力平均熱効率４０.２% 

本店ビル電灯使用量対前年度比４.７万kWh削減 

SF6回収率９８％ 

再生可能・未利用１６,５８２ｋW(累計３３０.４万kW） 

海外植林面積１,１６０ha（累計４,２３０ha） 

石炭灰発生量１５４万t・有効利用率６４% 

石こう発生量３６万t・有効利用率１００% 

流木有効利用量約５,０００m3 

本店一般廃棄物発生量６０.９ｔ・対前年比１０%削減 

EMS導入事業所２５事業所（累計５１事業所） 

内部環境監査員研修受講２５５名（累計５７２名） 

再生紙購入率９３% 

ＥＡGLEパイロット試験設備２００２.２運転開始 

 

環境報告書３,５００部配布 

 

 

海外プロジェクト実績１７件（累計１９９件） 
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分　　類 

収　　益 

費用節減 

内　　　容 

石炭灰・石こう・硫酸の有価物売却 

石炭火力熱効率向上（ＵＳＣ導入）による燃料費の節減 

石炭灰・石こう・硫酸のリサイクルによる処分費用の節減 
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